
 

 

介護・障害福祉従事者の人材確保に関する特別措置法案 概要 
 

 １ 目的  

  この法律は、介護・障害福祉従事者が重要な役割を担っているにもかかわらず、その賃金が

他の業種と比較して低い水準にある現状等に鑑み、介護・障害福祉従事者の賃金の改善のため

の特別の措置を定めることにより、優れた人材を確保し、もって高齢者等並びに障害者及び障

害児に対する支援の水準の向上に資することを目的とする。 

 

 ２ 定義  

（１）この法律において「介護・障害福祉事業者等」とは、次に掲げる者をいう。 

  ① 介護職員処遇改善加算の対象となっている介護保険法の指定事業者等 

  ② 福祉・介護職員処遇改善加算の対象となっている障害者総合支援法の指定事業者等 

  ③ 福祉・介護職員処遇改善加算の対象となっている児童福祉法の指定事業者等 

  ④ ①から③までのほか、これらの者に類する者として政令で定めるもの 

（２）この法律において「介護・障害福祉従事者」とは、介護・障害福祉事業者等の従業者であ

って専ら当該介護・障害福祉事業者等が行う介護サービス、障害福祉サービス等のうち政令

で定めるものに従事するものとして政令で定めるものをいう。 

 

 ３ 介護・障害福祉従事者処遇改善助成金  

（１）都道府県知事は、介護・障害福祉従事者の賃金を改善するための措置を講ずる介護・障害

福祉事業者等に対し、当該措置に要する費用に充てるための助成金（以下「介護・障害福祉

従事者処遇改善助成金」という。）を支給する。 

（２）介護・障害福祉従事者処遇改善助成金の支給の要件、額、申請の方法その他介護・障害福

祉従事者処遇改善助成金の支給に関し必要な事項は、政令で定める。 

（３）（２）の額は、介護・障害福祉従事者の役割、業務の身体的及び精神的負担を踏まえると

ともに、業務の種類、介護・障害福祉従事者の職責等に応じた処遇の体系、他の業種の平均

的な賃金水準等を勘案して定められるものとする。 

（４）国は、介護・障害福祉従事者処遇改善助成金の支給に要する費用の全額に相当する金額を

都道府県に交付する。 

 

 ４ 施行期日等  

（１）この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。 

（２）この法律は、介護保険制度並びに障害者及び障害児に対する支援に係る制度について見直

しが行われ、介護・障害福祉従事者に関し、優れた人材の確保に支障がなくなったときは、

廃止するものとする。 

 

 ※ 平均して１月当たり１人１万円賃金を上昇させることを想定 
※ 対象者概数 約 122.2 万人（介護 96.4 万人、 障害福祉 25.8 万人） 
  予算規模  約 1,466 億円（介護 1,156 億円、障害福祉 310 億円） 
         ＝対象人数×月額１万円×12か月 


